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別紙２

1．重要な会計方針

(１)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(２)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

該当なし

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙4(⑪))は省略している。

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額
徴収不能引当金の当期

末残高
債権の当期末残高

事業未収金 2,528 0 2,528

合　　　計 2,528 0 2,528

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(福祉プラザしものせき等管理運営事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：福祉プラザしものせき等管理運営事業

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

合計 211,467 324,067 211,467 0 324,067

賞与引当金 211,467 324,067 211,467 0 324,067
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：福祉プラザしものせき等管理運営事業

・現金預金 令和08年03月31日　現在

種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 8,472,449 (総額277,863,334円)

合計 8,472,449円

・事業未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

下関 ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾗｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 2,528 電気料

合計 2,528円

・前払費用

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

下関 山口県火災共済協同組合 857,517 火災保険料

合計 857,517円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

下関 松田清掃(株) 44,000 ｺﾞﾐ処理料

下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 106,220 ｶﾞｿﾘﾝ代

豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 5,181 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ料

下関 中国電力(株) 228,767 電気料

下関 (株)ﾌﾟﾗﾝﾄﾞｩ 264,916 委託料

下関 (公社)下関市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ 87,272 委託料

下関 ｶﾙﾐｯｸ(株) 64,845 ﾘｰｽ料

下関 KDDI(株) 3,737 電話料

下関 下関市 8,450,499 管理費返還金

合計 9,255,437円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

下関 下関年金事務所 77,057 社会保険料事業主負担

合計 77,057円

金融機関等 口座番号等

決 算 基 礎 資 料

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業

福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき等管理運営事業
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)固定資産の減価償却の方法

 ・有形固定資産(リース資産を除く)

 　平成19年３月31日以前に取得したもの…残存価額を取得価額の１０％とした定額法。

 　　耐用年数到来後も使用する場合は、備忘価額(１円)まで償却する。

 　平成19年４月１日以後に取得したもの…残存価額を０円とした定額法。

 　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額(１円)を控除した金額に達するまで償却する。

 ・無形固定資産(リース資産を除く)…定額法。

 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法。

(２)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(３)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

(１)社会福祉法人下関市社会福祉協議会 職員退職手当支給規程(下関市社協規程第19号)による。

(２)全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度(確定給付制度)による。

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　 ｢居宅介護支援事業(本所)｣｢居宅介護支援事業(北部)｣｢訪問入浴介護事業(豊浦)｣

　　｢とよた訪問看護事業｣

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

機械及び装置 126,000 125,999 1

車輌運搬具 6,859,680 6,859,677 3

器具及び備品 1,403,300 1,087,044 316,256

合　　　計 8,388,980 8,072,720 316,260

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 13,313,840 0 13,313,840

合　　　計 13,313,840 0 13,313,840

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(介護保険事業（公益）拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：介護保険事業(公益)

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

合計 3,117,960 2,933,607 3,117,960 0 2,933,607

賞与引当金 3,117,960 2,933,607 3,117,960 0 2,933,607
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：介護保険事業(公益)

・現金預金 令和08年03月31日　現在
種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 34,339,389 (総額277,863,334円)

合計 34,339,389円

・未収金(介護保険)

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅介護支援事業 下関 山口県国保連合会 1,899,760 介護給付費(2月分)

居宅介護支援事業 下関 山口県国保連合会 1,941,020 介護給付費(3月分)

居宅介護支援事業 下関 各事業所 152,200 予防支援委託料等(2月分)

居宅介護支援事業 下関 各事業所 147,120 予防支援委託料等(3月分)

居宅介護支援事業 下関 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

居宅介護支援事業 豊田 山口県国保連合会 1,957,740 介護給付費(2月分)他

居宅介護支援事業 豊田 山口県国保連合会 1,773,060 介護給付費(3月分)

居宅介護支援事業 豊田 各事業所 54,880 予防支援委託料等(2月分)

居宅介護支援事業 豊田 各事業所 61,800 予防支援委託料等(3月分)

居宅介護支援事業 豊田 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

訪問入浴介護事業 豊浦 山口県国保連合会 913,435 介護給付費(2月分)

訪問入浴介護事業 豊浦 山口県国保連合会 869,914 介護給付費(3月分)

訪問入浴介護事業 豊浦 利用者 112,046 利用料(3月分)

訪問入浴介護事業 豊浦 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

とよた訪問看護事業 豊田 山口県国保連合会 383,330 医療給付費(2月分)

とよた訪問看護事業 豊田 山口県国保連合会 418,225 医療給付費(3月分)

とよた訪問看護事業 豊田 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

とよた訪問看護事業 豊田 利用者 142,332 利用料(3月分)

とよた訪問看護事業 豊田 山口県国保連合会 1,156,390 介護給付費(2月分)

とよた訪問看護事業 豊田 山口県国保連合会 1,250,588 介護給付費(3月分)

合計 13,313,840円

・前払費用

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅介護支援事業 下関 (株)Casa 69,300 事務所家賃

居宅介護支援事業 下関 全保連(株) 5,500 車両駐車場代

訪問入浴介護事業 豊浦 全保連(株) 13,750 車両駐車場代

合計 88,550円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅介護支援事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 21,829 ｶﾞｿﾘﾝ代

居宅介護支援事業 下関 緑都開発(株) 13,276 水道料

居宅介護支援事業 下関 中国電力(株) 8,400 電気料

居宅介護支援事業 下関 KDDI(株) 6,810 電話料

居宅介護支援事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 13,702 ｶｳﾝﾄ料

居宅介護支援事業 下関 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 18,665 電話料

居宅介護支援事業 豊田 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 49,396 ｶﾞｿﾘﾝ代

居宅介護支援事業 豊田 中国電力(株) 5,055 電気料

居宅介護支援事業 豊田 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 12,609 ｶｳﾝﾄ料

居宅介護支援事業 豊田 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 6,259 電話料

居宅介護支援事業 豊田 KDDI(株) 3,405 電話料

居宅介護支援事業 豊田 (有)豊原商会 5,500 ｺﾞﾐ処理料

訪問入浴介護事業 豊浦 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 19,958 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問入浴介護事業 豊浦 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,946 ｶｳﾝﾄ料

訪問入浴介護事業 豊浦 KDDI(株) 2,270 電話料

訪問入浴介護事業 豊浦 下関市 3,476 電気料

訪問入浴介護事業 豊浦 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 2,860 ｼｽﾃﾑ更新料

とよた訪問看護事業 豊田 KDDI(株) 21,553 電話料

とよた訪問看護事業 豊田 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 12,089 電話料他

とよた訪問看護事業 豊田 (有)豊原商会 5,500 ｺﾞﾐ処理料

とよた訪問看護事業 豊田 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,640 ｶｳﾝﾄ料

とよた訪問看護事業 豊田 (有)村田金物店 3,030 ｶﾞｽ代

金融機関等

決 算 基 礎 資 料

口座番号等
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

とよた訪問看護事業 豊田 中国電力(株) 28,305 電気料

とよた訪問看護事業 豊田 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 36,769 ｶﾞｿﾘﾝ代

合計 312,302円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅介護支援事業 下関 下関年金事務所 110,845 社会保険料事業主負担

居宅介護支援事業 下関 職員 95,669 人件費

居宅介護支援事業 豊田 職員 157,911 人件費

居宅介護支援事業 豊田 下関年金事務所 130,389 社会保険料事業主負担

訪問入浴介護事業 豊浦 職員 313,396 人件費

訪問入浴介護事業 豊浦 下関年金事務所 43,106 社会保険料事業主負担

とよた訪問看護事業 豊田 職員 183,454 人件費

とよた訪問看護事業 豊田 下関年金事務所 153,950 社会保険料事業主負担

合計 1,188,720円
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(２)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

(１)社会福祉法人下関市社会福祉協議会 職員退職手当支給規程(下関市社協規程第19号)による。

(２)全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度(確定給付制度)による。

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　 ｢東部地域包括支援センター事業｣｢豊浦地域包括支援センター事業｣｢豊北地域包括支援センター事業｣

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品 211,200 211,199 1

合　　　計 211,200 211,199 1

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額
徴収不能引当金の当期

末残高
債権の当期末残高

事業未収金 8,222,090 0 8,222,090

未収金 4,485 0 4,485

合　　　計 8,226,575 0 8,226,575

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(地域包括支援センター事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：地域包括支援センター事業

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

合計 5,691,098 5,839,951 5,691,098 0 5,839,951

賞与引当金 5,691,098 5,839,951 5,691,098 0 5,839,951

- 211 -



- 212 -



- 213 -



- 214 -



社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：地域包括支援センター事業

・現金預金 令和08年03月31日　現在
種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 45,944,499 (総額277,863,334円)

合計 45,944,499円

・事業未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 山口県国保連合会 1,246,920 介護予防支援費(2月分)

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 山口県国保連合会 1,223,400 介護予防支援費(3月分)

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 917,000 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費(2月分)

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 885,900 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費(3月分)

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市 2,000 住宅改修(2月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 山口県国保連合会 953,620 介護予防支援費(2月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 山口県国保連合会 938,780 介護予防支援費(3月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 427,320 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費(2月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 427,480 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費(3月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市 4,000 住宅改修(3月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市 27,500 介護予防ふれあい講座(2月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市 13,750 介護予防ふれあい講座(3月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 山口県国保連合会 393,700 介護予防支援費(2月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 山口県国保連合会 392,120 介護予防支援費(3月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 185,800 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費(2月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 182,800 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費(3月分)

合計 8,222,090円

・未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 職員 4,485 給与欠勤分

合計 4,485円

・前払費用

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 家主 135,000 事務所家賃

合計 135,000円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 1,274,960 原案作成委託料(2月分)

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 1,290,880 原案作成委託料(3月分)

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 36,445 ｶｳﾝﾄ料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 46,552 電話料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 (株)日本ﾘｰｽ 1,991 ﾏｯﾄ･ﾓｯﾌﾟﾘｰｽ料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市上下水道局 6,778 上下水道料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 西日本液化ｶﾞｽ(株) 2,870 ｶﾞｽ代

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 1,628 介護保険ｼｽﾃﾑ利用料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 KDDI(株) 9,817 電話料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 25,885 ｶﾞｿﾘﾝ代

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 総合警備保障(株) 28,600 機械警備料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 中国電力(株) 26,306 電気料

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 (有)村中本店 736 事業消耗品

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 296,080 原案作成委託料(2月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 274,640 原案作成委託料(3月分)

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 17,256 ｶｳﾝﾄ料

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 1,628 介護保険ｼｽﾃﾑ利用料

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市 15,722 電気料他

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 16,680 ｶﾞｿﾘﾝ代

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 KDDI(株) 8,682 電話料

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 (有)村中本店 669 事業消耗品

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 36,790 電話料

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 56,960 原案作成委託料(2月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 各事業所 60,880 原案作成委託料(3月分)

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 16,947 ｶｳﾝﾄ料

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 1,628 介護保険ｼｽﾃﾑ利用料

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関市 19,627 電気料他

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 35,877 ｶﾞｿﾘﾝ代

金融機関等 口座番号等

決 算 基 礎 資 料
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 KDDI(株) 7,547 電話料

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 (有)村中本店 324 事業消耗品

合計 3,621,385円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 職員 208,996 人件費

東部地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関年金事務所 297,126 社会保険料事業主負担

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 職員 87,322 人件費

豊浦地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関年金事務所 261,715 社会保険料事業主負担

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 職員 113,145 人件費

豊北地域包括支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関年金事務所 246,402 社会保険料事業主負担

合計 1,214,706円
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